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実質所有者情報開示義務強化について

（前文）

（実質所有者の特定と確認）

実質所有者は自然人のみとする。

 以下いずれかに該当する自然人は実質的所有者として申告しなければならない。

•A（所有） ： 議決権・資本の20%以上を直接・間接に保有

•B（契約支配） ： 契約等により支配する権限を保有

•C（取締役選任権） ： 過半数の取締役を選任する権限を保有

•D（支配的影響力）　：　会社運営方針に影響力を保有

•E（取締役会への指示）　：　取締役会の過半数に影響力を保有

•F（財産管理）　：　財産管理権の保有

•G（名義人指名権）　：　会社への名義人指名権限を保有

•H（その他の支配手段）　：　上記以外の手段で会社支配可能な影響力を保有

　　　　•I（上級経営陣）（A〜Hで特定できない場合のみ）　：　上級管理職として実質的な影響力を

保有（複数人いる場合は、その全て）

　　　　＊HARBORシステムと呼ばれる新システムからのオンライン提出を義務づけています。

　　　　　　＊A～Cは形式的に判定可能ですが、D～Iは、形式的に特定の影響力を判定するの

は困難ではないでしょうか？　➡　無視しても罰則規定の対象にはなりにくい。　

　　　　　　＊SECへの情報開示上は、A～C及びIのみの判定をした上で情報開示するという簡便方式を

採用されてはいかがでしょう。 ジャパンデスク　　清水　麻利　

（英語・タガログ語⇔日本語翻訳業務担当）

SEC-MC2025-15 が昨年末に公布され、「実質所有者」情報の開示義務が強化されました。
随分高額なペナルティー条項も付されており、新制度への対応準備が必要です。新制度の概
要を解説します。　（外国法人＜支店・駐在員事務所を含む＞も適用対象となっています。）

1.    改正会社法は、全ての法人に対して、株主・所有構造・実質的所有者データ等を含むあら
ゆる情報の保存・保管を義務つけている。

2.    腐敗、マネーロンダリング、テロ資金供与等、法に反する目的で会社形態が悪用されるリス
クは、実質的所有者の透明性欠如に起因する。

3.    会社形態の悪用を効果的に防止するため、すべての会社による正確な実質的所有者情報
の特定、申告および提出に関する規則を制定する必要がある。

4.    以上により、マネーロンダリング防止法、証券規制法および改正会社法に基づく権限によ
り、以下の規則を制定する。


